
公害健康被害の補償等に関する法律施行令

昭和四十九年八月二十日

政令第二百九十五号

(公害保健福祉事業 )
第二十五条　法第四十六条第一項の政令で定める公害保健福祉事業は、次に掲げる事業

とする。

一　リハビリテーシヨンに関する事業

二　転地療養に関する事業

三　家庭における療養に必要な用具の支給に関する事業

四　家庭における療養の指導に関する事業

五　前各号に掲げるもののほか、被認定者の福祉を増進し、又は指定疾病による被害

を予防するために必要な事業で環境大臣が定めるもの

(納付金の額 )
第二十六条　法第四十八条第一項の規定により機構が都道府県又は法第四条第三項の政

令で定める市に対して納付する納付金の額は、各年度において、都道府県知事又は同

項の政令で定める市の長が行う補償給付の支給に要する費用の額 (その額が当該年度
において現に要した費用の額を超えるときは、現に要した費用の額 )の全額に相当す
る額とする。

２　法第四十八条第二項の規定により機構が都道府県又は法第四条第三項の政令で定め

る市に対して納付する納付金の額は、各年度において、都道府県知事又は同項の政令

で定める市の長が法第四十六条の規定に基づいて行う公害保健福祉事業に要する費用

につき環境大臣の定める基準に従つて算定した額の四分の三に相当する額とする。

(交付金の額 )
第二十七条　法第五十条の規定により政府が都道府県又は法第四条第三項の政令で定め

る市に対して交付する交付金の額は、各年度において、法又は法に基づく命令の規定

により都道府県知事又は同項の政令で定める市の長が行う事務の処理に要する費用に

つき環境大臣の定める基準に従つて算定した額の二分の一に相当する額とする。

(政令で定める年 )
第三十一条　法第五十三条第一項第二号イの政令で定める年は、法第五十二条第一項第

二号に規定する基準年度の前年度の初日の属する年 (別表第四において「基準年」と
いう。 )の四年前の年とする。

(年間排出量の換算の方法 )
第三十二条　法第五十三条第一項第二号イの規定による法第五十二条第一項第二号に規

定する対象物質 (以下「対象物質」という。 )の年間排出量の換算は、法第五十三条第
一項第二号イに規定する算定基礎期間の各年における対象物質の年間排出量に別表第

四の第二欄に掲げる地域の区分に従い、それぞれ、各年ごとに定める数を乗ずること

により行うものとする。

(政令で定める率 )
第三十三条　法第五十四条第二項第一号の政令で定める率は、〇・六とする。

(単位排出量当たりの賦課金額 )
第三十四条　法第五十四条第二項の政令で定める単位排出量当たりの賦課金額は、次の

各号に定める額とする。

一　法第五十四条第二項第一号の単位排出量当たりの賦課金額　温度が零度で圧力が

一気圧の状態 (以下この条において「標準状態」という。 )に換算した対象物質の法
第五十三条第一項第二号イに規定する累積量一立方メートルにつき、八十三円二銭

二　法第五十四条第二項第二号の単位排出量当たりの賦課金額　標準状態に換算した

対象物質の年間排出量一立方メートルにつき、別表第五の中欄に掲げる地域の区分

に応ずる同表の下欄に掲げる金額

 (ばい煙発生施設等設置者等に対する報告の徴収等 )
第三十六条　環境大臣は、法第百四十一条第一項の規定により、ばい煙発生施設等設置

者及び特定施設等設置者に対し、その業務に関し報告を求め、又はその職員に、ばい



煙発生施設等設置者及び特定施設等設置者の工場若しくは事業場に立ち入り、帳簿書

類その他の物件を検査させることができる。


